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号証
作　成
年月日

作成者 立証趣旨 備考

甲４５

原子力安全基準・
指針専門部会　安
全設計審査指針
等検討小委員会
議事次第／速記
録

写
し

原子力安全
委員会

原子力安全基準・指針専門部会
安全設計審査指針等検討小委員
会では２０１１年７月１５日の第１回
以来、２０１２年２月２４日までに１４
回の会合を重ねていること。

甲４６

原子力安全基準・
指針専門部会　地
震・津波関連指針
等検討小委員会
議事次第／速記
録

写
し

原子力安全
委員会

原子力安全基準・指針専門部会
地震・津波関連指針等検討小委
員会では、２０１１年７月１２日の第
１回以来、２０１２年２月２９日まで
に１４回の会合を重ねていること。

甲４７

海外の論文が示
す津波の前の放
射能放出－福島
第一原発１号機
地震による配管破
損は大飯３号スト
レステストでは考
慮されていない

２０１１年１１月
１４日

美浜の会

津波がくるより前に地震によって
配管が破損したことを示す有力な
証拠として、モニタリング・ポストが
１５：２９に高いレベルの放射線を
キャッチしたこと、また、ネイチャー
でも紹介されているＡ．Ｓｔｏｈｌの
論文が同様の結論を示しているこ
と。このような放射能放出のルート
としては非常用復水器（ＩＣ）系配
管が地震で破損したとしか考えら
れないこと。

甲４８

関西電力株式会
社大飯発電所３号
機及び４号機の安
全性に関する総
合的評価（一次評
価）に関する原子
力安全・保安院に
よる確認結果につ
いて

写
し
２０１２年３月２
３日

原子力安全
委員会

大飯３・４号機のストレステスト結果
について原子力安全・保安院から
受けた際の原子力安全委員会の
見解。「当委員会が要請した総合
的安全評価は、何らかの基準に
対する合否判定を目的とするもの
ではなく」という認識に立っている
こと。

甲４９

原子力発電所の
再起動にあたって
の安全性に関す
る判断基準

写
し
２０１２年４月６
日

４閣僚：野田
佳彦、藤村
修、枝野幸
男、細野豪
志

４閣僚による再起動のための安全
性判断基準。第１章で福島第一
原発事故では地震による配管破
損等の影響はなかったとの「基本
的な理解」を示し、それを前提とし
て第２章で地震による配管損傷は
ないとの前提で対策を論じ、炉心
溶融には至らないとの判断を示し
ているが、判断基準３では、炉心
溶融が起こり得るとした将来の対
策を考慮していること。

標　　　　目
（原本・写しの別）
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号証
作　成
年月日

作成者 立証趣旨 備考
標　　　　目
（原本・写しの別）

甲５０
１２月１９日　原発
の運転再開に反
対する政府交渉

写
し
２０１１年１２月
１９日

美浜の会

福島事故の事態・原因と原発の
運転再開をめぐる条件について、
全国の市民が政府と交渉した結
果。１０頁の５で１号機の非常用復
水器系配管を取り替えたのは１９
７５年頃だと答えている。つまりそ
の配管は４０年近く経年している
が、今回の地震動に関する耐震
解析では新品として扱って破損
するはずがないと結論している。

甲５1

福島第一原子力
発電所１号機非常
用復水器（甲５０
－１：CD-ROM）、
福島第一原子力
発電所１号機非常
用復水器の映像
（甲５０－２）

２０１１年１０月
２１日

東京電力

福島第一原発１号機の非常用復
水器の配管が地震で破損した疑
いがあるためか、東京電力は中に
人を入れて映像に写しそれを
ホームページで公開した。その映
像では配管の保温材が著しく破
損しているが、これは配管内部か
ら７０気圧で蒸気が噴き出したせ
いだと考えられる。その部分を抜
き出したコマを甲５０－２で示して
いる。

甲５２

東京電力福島原
子力発電所事故
調査委員会第９回
委員会　黒川清委
員長コメント

２０１２年４月１
８日

事故調査委
員会

国会によって設置された福島事
故の調査委員会第９回が開かれ
た後の黒川委員長の記者発表。
原子力安全・保安院の深野院長
に対する重要な確認事項が述べ
られている。政府（４閣僚）の判断
基準に対する本質的な批判的観
点が提示され、その結果、対策に
地震等も含めるべきだとの疑問を
呈している。

甲53
発電用原子炉施
設に関する耐震
設計審査指針

写
し
２００６年９月１
９日

原子力安全
委員会

阪神淡路大震災を踏まえて新た
に策定された耐震設計審査指
針。各原発がこの指針に適合して
いるかの検討はバックチェックと呼
ばれている。基準地震動の設定
については、応答スペクトルに基
づく方法と断層モデルの双方で
行うよう指示されている。



- 4 -

号証
作　成
年月日

作成者 立証趣旨 備考
標　　　　目
（原本・写しの別）

甲５４

軽水型動力炉の
非常用炉心冷却
系の性能評価指
針

写
し
１９８１年７月２
０日

原子力安全
委員会

１９７９年３月のスリーマイル島原
発事故を踏まえて決定された指
針。３．基準の（１）で、「燃料被覆
管の温度の計算値の最高値は、
1,200℃以下であること」と規定し
ている。燃料棒挿入時間の評価
基準値（許容値）はこの規定を判
断基準とし、さらに大きな安全余
裕をみて立てられている。炉心溶
融となる温度2,800℃とは大きく隔
たっている。

甲５５

制御棒挿入による
原子炉緊急停止
に係る安全余裕
に関する検討に
ついて

写
し
２００９年３月１
６日

原子力安全
委員会

２００７年７月の中越沖地震によっ
ても、柏崎刈羽原発の安全性が
保たれたことから、安全余裕を改
めて重視する観点で、「止める」に
関わる重要な制御棒挿入時間の
余裕について検討した結果。図１
で安全限界に対して安全余裕が
とられて判断基準があり、さらに安
全余裕を見て評価値が立てられ
ている。判断基準は性能評価指
針の1,200℃に対応していることを
図３が示している。

甲５６

朝日新聞記事「安
全対策その場しの
ぎ 宙に浮いた耐
性評価」

写
し
２０１２年４月１
７日

朝日新聞社

政府の安全対策がその場しのぎ
のもので、原子力安全委員会は
安全宣言を出さないこと、ストレス
テストは１次評価だけしかしていな
いこと、地震の影響についてはま
だ検証されていないこと、等の重
要な指摘がなされている。

甲５７
朝日新聞記事「電
力融通『隠れた電
源』」

写
し
２０１２年４月１
８日

朝日新聞社

電力の余力が乏しい電力会社に
余力のある電力会社から融通す
ることが重要な効果をあげている
ことが指摘されている。

甲５８

東京電力株式会
社福島第一原子
力発電所における
事故を踏まえた既
設の発電用原子
炉施設の安全性
に関する総合的
評価に関する報
告について

写
し
２０１１年７月６
日
原子力安全
委員会

総合的評価（ストレステスト）を実
施するようとの原子力安全・保安
院に対する安全委員会の指示。
原子力施設の頑健性を総合的に
評価すること、「各防護対策が機
能しなくなるまでの過程・余裕の
大きさについて評価すること」を求
めていて、再起動の条件を求めて
はいない。
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号証
作　成
年月日

作成者 立証趣旨 備考
標　　　　目
（原本・写しの別）

甲５９

東京電力株式会
社福島第一原子
力発電所における
事故を踏まえた既
設の発電用原子
炉施設の安全性
に関する総合的
評価に関する評
価手法及び実施
計画

写
し
２０１１年７月１
５日

原子力安全・
保安院

２０１１年７月６日付の原子力安全
委員会指示（甲５８）に対する原子
力安全・保安院の検討方針。

甲６０

４月３日に「３月２７
日の院内交渉で
の再々質問」の件
名でお問い合わ
せいただいた事項
につき、回答。

写
し
２０１２年４月６
日

原子力安全・
保安院保安
院　耐震安
全審査室

市民との交渉を受けた再質問に
対する原子力安全・保安院の回
答。全体的に驚くべき内容だが、
４頁の２．では、耐震バックチェッ
クの結果は再稼働の要件とは関
係ないと答えている。つまり、制御
棒の挿入時間が許容値を超える
かどうかは、再稼働の条件とはな
らないということ。

甲６１
の
１～７

大飯原発３・４号
機の再稼働に関
する自治体の議
会等の決議。その
１．福井県越前市
議会、その２．滋
賀県議会、その
３．大津市議会、
その４．京都府議
会、その５．京都
府市長会、その
６，向日市議会、
その７．京田辺市
議会

各市議会
大飯原発３・４号機の拙速な再稼
働に反対する決議。
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